
資 料 1  

緊急臨医師確保対策に関する取組   



に関する取組についての概要  「緊急医師確保対策」  

20年度予算要求総槙（厚生労働省分）  

用，0鋼百万円（対前年比74％増）  
（注）19年度から実施している医師確保対策を含む0  

19年度予算総槙（厚生労働省分）  

9，219百万円  

968百万円  シ ステムの構  2，   師 派遣  医  レベルの緊急臨  時的  域 に対する国  足地   1．医師不  

06月26日に国レベルの緊急臨時的医師派遣システムによる第一弾医師派遣として、以下の6カ所への派遣   
を決定。医師派遣の緊急性・必要性が高いものについて、引き続き実施  

第1単の派遣   

’首県名   病院名   派遣元   

北海、首   北海道社会事業協会岩内病院（内科）   全国社会保険協■会連合会   

岩手県   県立大船渡病院（循環器科）  国立病院機構  

県立宮古病院（循環器科）  日本赤十字社1恩賜財団済生会   

栃木県   大田原赤十字病院（内科）   日本赤十字社  

和歌山県  新宮市立医療センター（産婦人科）   応募医師   

大分県  竹田医師会病院（救急（内科））   日本医科大学   

N  

○国の緊急医師派遣や都道府県の決定した医師派遣に協力する病院等に対し、必要な経費を補助  
○医師派遣をより柔軟に行えるようにするため、労働者派遣法施行令を改正する方向で検討中 等   



嫡 321百万巴   

○病院勤務医の負担軽減に資するよう、交代勤務制等の導入を支援するための補助事業等を拡充   

○病院勤務医の負担軽減に資するよう、医師等の様々な事務を補助する医療補助者の配置を推進するため  

のモデル事業等の創設   

○身近な地域で安心して出産できる環境整備に資するよう、地域の実情により分娩数が少なく採算が取れない   

産科医療機関を支援するための補助事業を創設   

○診療報酬全体の見直しの中で勤務医の負担軽減のための方策についても検討 等  

3∴女性医師等の働きやすい職場環境閻 乙，328百万田   

○病院内保育所の更なる拡充（24時間保育等の補助額の引上げなど）   

○女性医師の復職のための研修を実施する病院を支援する補助事業を新たに創設   

○就業相談機能を充実することにより、「女性医師バンク」の体制を強化  等  

く人）  

瑚 ，537百万円   

○都市部の臨床研修病院について、医師不足地域での研修を支援する補助事業を創設   

○今年中に都市部への研修医の集中是正のための医師臨床研修病院の定員の見直しの実施に着手   

○医師派遣に協力する臨床研修病院への臨床研修費補助金の在り方について検討  等   

d  



噛 巴   

○分娩時における障害の早期救済等に資する「産科補償制度」について、（財）日本医療機能評価機構に設け   

られた準備委員会において制度の詳細を検討しており、平成19年度中の創設を目指す。   

○医療事故の再発防止等に資する「医療事故調査会」の設置に向け、その準備のためのモデル事業を充実す   

るとともに、制度施行の準備のための経責を要求する。  等  

6．医師不足地域や診療科で勤務する医匝重量昼型進進 

○都道府県知事が指定する医師が不足する医療機関で勤務する医師の確保に資するよう、医師養成数（医学   

部定員）の暫定的な増加を実施（各都府県 5名 北海道15名）。   

○医師養成総数が80名未満である県及び入学定員が80名未満の大学が所在する県における医師養成数   

（医学部定員）の増加を実施（20名）。   

○臨床医を養成する医育機関の在り方を検討するために、医師養成制度の国際比較と学士編入学の評価等  

に関する調査研究を実施  等  

．fゝ  

※1～6以外の19年度から引き続き実施している医師確保対策として、小児科■産科連携病院等協力体制促進事業、医師不足地域  

における臨床研修の実施、へき地巡回診療ヘリ運営費などの経費（H19：9，180百万円、H20：9，489百万円）を含む。  

3   



資 料 2  

地方財政再建促進特別措置法施行規則の一部改正  

－1－   



総財務第17 5号  

平成］【9年7月31日  

各都道府県総務部長 殿  
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 総務省自治財政局財務調査課  

地方財政再建促進特別捨置鎮施行規則の一部改正について（通知）  

部 を改正する省令が、平成1  地方財政再建促進特別措置法施行規則の一   

今 回の改正は、地方財  月31日総務省令第84号として公布、施行されました。   

地方公共団体  政再建促進葡別措置法施行令第12条の3第7号の規定に基づき、   

が一一定の要件の下に支出が認められる独立行政猿人として、独立行政猿人国立病  

立病院横棒」という。）を追加するものです。   院機構（以下「国  

これにより、国が中心となって医師不足地域に対して緊急臨時的に医師派遣を  

行う「緊急臨時的医師派遣システム」（平成19年7月20日医改発第0720005  

る 病院に国立病院機構から医師を派遣した  号）によって、地方公共団体が開設す   

場合の当該医師の給与等相当分の負担については、当該負担が適正な内容である  

国立病院機構が医療技術の普及活動を実施  限り、地方公共団体の要請に基づき、   

ものとして、地方財政再建促  するのに必要な経費を当該地方公共団体が負担する   

支出が  進特別措画法第24条但菩及び同法施行令第12条の3第7号に該当し、   

可能になるものと認められますので、関係地方公共団体においては手続に遺漏な  

きよう御留意願います。   

なお、貴管内関係市町村に対してもこの旨周知いただくようお願いします。  

ー2－   
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資 料 3  

労働者派遣法施行令等の検討状況  

－1－   



労働者派遣制度における適用除外業務  

（1）量産運送墓塞（2）建設墓邁（3）豊僅差塵（法第4条）  

（4）厘重用連菓塞（令第2条）  

①医師の業務  

②歯科医師の業務  

③薬剤師の調剤の業務  

④保健師、助産師、看護師・准看護師の業務である保健指導、助産、療養上の世話、   
診療の補助および言語聴覚士、救急救命士、臨床工学技士、義肢装具士、視能訓   

練士、理学療法士、作業療法士、臨床検査技師、歯科衛生士、診療放射線技臥   
歯科技工士の業務  

⑤栄養士の業務（傷病者の療養のため必要な栄養の指導に係るものに限る）  

⑥歯科衛生士の業務  

⑦診療放射線技師の業務  

⑧歯科技工士の業務  

， I‘・ 、 二l∴■ 」   

ただし、医療関連業葬については、  
、   者派遣が可能。  

紹介予定派遣    、  
ト  

行われるもの  
．  】 L  i． 二 l   

∴．1・ ∴、■「・＼ ∴二J．．∴ ∴L －  
、老人デイサービスセンター、老人短期入  

．∴J‘↓∴ ∴㍉・、．∴ヒ∴∴∴■ 所施設、身体障害者授産施設、知的障害者授産施設、乳児院、保        ∴「一†－T†「■■■∵∵「■‾■∵丁■「il∴∴・ ＝ ∴  
ン，■∴r、・■L・ ‥  

③ 産前産後休業、育児休業、介護休業中       l ll  
III  

の病院等盈埜輿些医療些         〉 〉  

聖二二へ■一三▼【竺′千丁ITTTT－「丁∵∴∴∵∵千丁∵∴∴二∵ 
′．▲ノ  

※下線部が、今塑造狙を王墓主≦聖量塾塾  

－2－   



調整（都道府県レベル）を介した医師派遣  医療対策協議会の  

医師不足の深刻な医療機関からの要請に応じ、各都道府県における医療対策協議会  
が、医師確保に協力可能な医療機関に対して、医師派遣を要請  

CJ  

労働者派遣契約  
医療対策協議会からの要請に応じ、  
医師確保に協力可能な医療機関  

医師不足が深刻な医療機関  

（派遣先）   

（派遣元事業主）  



調整（国 地域医療支援中央会議のレベル）を介した緊急臨時的医師派遣  

都道府県（医療対策協議会）からの要請に応じ、地域医療支援中央会議（厚生労働  
省）が医師不足の深刻な医療機関に対して、医師を派遣してもらうように、全国規模  
の病院グループ・大学病院などの医療機関に要請  

Jゝ   



資 料 4  

都道府県等による医師確保の取組  

ー1－   



○地域において必要とされる医療の確保に関する事項に関し必要な施策を定めるため、都道府県が中心と  
なって地域の医療関係者と協議を行う場。  

○実体上都道府県に設置されていた協議会を法定化。平成19年4月1日施行。  

．   構 成   

独立行政法人国立病院機構  

地域の医療関係団体  

関係市町村  

地域住民を代表する団体 など  

特定機能病院、地域医療支援病院、  
公的医療機関等の病院関係者  

診療に関する学識経験者の団体  

医療従事者養成関係機関（大学等）など  

医療法施行規則において規定  医療法において規定  
N   

果たすべき機能  

○どの地域にどれだけの医師がいるか、どの地域にどれだけの医療に対するニーズがあるかについて、現状分析。  

○地域の医療に対するニーズの把握と、ニーズに応じた短期及び中・長期的な効率的な医療提供体制のあり方についての   
コンセンサスの形成。   

○上記の医療提供体制に応じた医師の配置。これを実現するため、医師の多い医療機関と医師の少ない医療機関との間で、   
都道府県が主体となって医師派遣の調整を実施。   

○ へき地等への医師派遣についてのシステムの検討。  

※国としては、独自に創意工夫を凝らした先進的な取組と認められるものを、モデル事業として   
補助を行うこととしている。   



医療対策協議会の開催状況（平成19年9月末現在）  

目  

① 医  

都道府県  協議会等の名称   開催 回数  
（注1）   

平成19年度の新たな取組   

の 派 遣 調  
弓事  

整   

口  北海道  北海道医療対策協議会   34  43  010   ■○  ○  ○  道内外の医師を道職員として採用し、地域の医療機関へ派遣 等   

青森県地域医療対策協議会（⑯青森県医師確  
2  青 森   保対策調整会議、⑰～⑩あおもり地域医療・医師支援  

機構運営会議）   ＝  

3  岩 手  岩手県地域医療対策協議会   8  16  ○  io   ○妻○   臨床研修医合同オリエンテーション 等   

4  宮 城  宮城県地域医療推進委員会   6  19  ○篭   ○弓   ○  定年後、女性医師等に登録してもらい病院等を斡旋（引き続き）等   

5  秋 田  秋田県地域医療対策協議会   8  22  ○  ○  ○  医師を県職員として採用し、自治体病院等に派遣 等   

6  山 形  医療対策協議会（医療懇談会）   6  28  020   ○／   ○  医学部学生を対象として夏期セミナーの開催 等   
7  福 島  へき地医療支援総合調整会言義   5  皿  己 ヒ   ○  ○  ○  県立医大の助手を増員し、地域の病院への非常勤派遣 等   

8  茨 城  医師養成確保対策協議会   17  ○  女性医師のネットワークを構築し就業継続・再就業を促進 等   

9  栃 木  栃木県医療対策協議会   12  19    仙 ○章 さOFio      医師研修資金等貸与事業の拡充 等   

10  群 馬  群馬県保健医療対策協議会   8  24  OL 弓○】     。○  後期臨床研修のプログラムの連携の支援 等   

皿  埼 玉  埼玉県医療対策協議会   20  16        L   後期研修医を地域へ派遣する場合の処遇改善 等   

12  千 葉  医療審議会医療対策部会   6  15  ○  ！ ○   ○戸○   県内に付属病院を有する私立大学の医学生に対する修学資金 等   

13  東 京  東京都地域医療対策協議会   6  26    川 ～ M   u    へき地勤務に協力する医療機関への支援（引き続き）等   

14  神奈川  神奈川県医療対策協議会   9  18  山 ” H   ．0  ○    医師バンクの設置 等   

15  新 潟  医師確保・へき地医療支援会議   8  16  ○  ／○   ．70   勤務医負担軽減に対する支援 等   

富山県医療対策協議会※18年度までは富  
16  富 山   山県医療審議会医療機能部会   

H ‖     】  

4  25       i    戸   』 〔 n   地域医療医師育成プログラムにより確保した医師の研修の受け入れ 等   

17  石 川  地域医療対策協議会   4  21  ○    ○    ○  地域医療人材バンクの運営（引き続き）等   

18  福 井  医師確保対策協議会   5  12  ○  ／   ≧○プ○   後期研修医の国内外の長期研修に助成し、研修後一定期間指定病院で勤務 等  



具体的丈  

③④（9  

都道府県  協議会等の名称   平成19年度の新たな取組   

開催 回数 （注り  参画者 数 （注2）   ‾芸i蓄 派窓 諾買 整絹 l  

19  山 梨  山梨県医療対策協議会   7  22  ○    ○  ○  ○  医師を県職員として採用し、公的病院等に派遣する制度の創設 等   

20  長 野  長野県地域医療対策協議会   7  15  ○    ○  M  巨○  女性医師ネットワーク協議会を開催し、支援対策の検討 等   

21  岐 阜  岐阜県地域医療対策協議会   8  36  ○  ○  ○  女性医師の再就業支援研修 等   

22  静 岡  静岡県医療対策協議会   7  17  ○  ○  県立病院を増員し、ロ丁テンションで公的病院に派遣等   

23  愛 知  医療審議会医療対策部会   7  14      ○    ○  女性医師のワークシェアリングのモデル事業を実施 等   

24  三 重  医療審議会地域医療対策部会   10  15  ○    ○  ○  ○  女性医師の復帰支援事業 等   

25  滋 賀  地域医療対策協議会   9  23  ○    ○  ○  ○  女性医師の再就業支援 等   

26  京 都  医療対策協議会   13  76  ○さ○   02   ○  地域医療確保のための奨学金の創設 等   

27  大 阪  大阪府医療対策協議会（⑯、⑰政策医療等調整 会言義）  17  40    ○  此 jj  集約化・重点化についての検討 等   

28  兵 庫  医療審議会地域医療対策部会   5  皿  ○  H  10    ○  女性医師再就業支援センターの設置 等   

29  奈 良  医療審議会地域医療部会   2  14  ○    南和地域4病院の機能分担・連携、医療従事者の派遣の検討 等   

30  和歌山  地域保健医療協議会医療対策特別委員会   7  10  ○    。岳。   lO  新宮医療圏において開業医との連携、県境を越えた広域連携 等   
31  鳥 取  地域医療対策協議会   2  0  iio    ○†○   無料職業紹介の実施 等   

32  島 根  地域医療支援会議   12  25  ○    ○  lo   女性医師就業支援事業の実施 等   

33  岡 山  岡山県医療対策協議会   6  16  ○  jo  ○  ○  ○  医師の復職支援、医療従事者の派遣の検討 等   

34  広 島  広島県地域保健対策協議会   16  50  ○  ー○  ○  ドクターネットへの登録者への情報提供 等   

35  山 口  山口県医療対策協議会   9  21  H u M   ○  ＝○  ○  女性医師の離職防止のための研修会 等   
36  徳 島  医療審議会医療対策部会   5  9  ○  U   H L M   jO  総合診療医育成のための教育研修プログラムの開発研究 等   

37  香 川  医療審議会医療対策部会   4  9  00   ○  ○  ○  臨床研修病院の合同説明会 等   

38  愛 媛  愛媛県保健医療対策協議会   6  23  弓   ○      県が採用した医師を市町村立病院への派遣 等   

39  高 知  高知県医療対策協議会   皿  12  ○き   ○  ○  ○  県内の医療機関で特定科目の後期臨床研修を行う医師への奨学金 等   

40  福 岡  医療対策協議会   7  22  l  集約化の検討 等   
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冒  

①  

開催  
都道府県  協議会等の名称  回数  平成19年度の新たな取組   

（注1）   

調  

整   

41  佐 賀  佐賀県医療審言義会地域医療対策部会   8  16    豊き。皇。     佐賀大の推薦入試における「佐賀県推進入学特別選抜」枠の設置 等   
42  長 崎  地域医療対策協議会   3  17  ○  ○  複数の病院の連携による後期臨床研修プログラムの策定検討 等   

43  熊 本  熊本県医療対策協議会   10  25  ○    ○  喜○   無料職業紹介の実施 等   

44  大 分  大分県地域医療対策協議会   9  27  ○  ∠○さ○    ○  地域枠の設定に伴う修学資金制度の創設 等   

45  宮 崎  地域医療対策協議会   7  10  ○と○   ○  10  ○  県内を3つの「こども医療圏」に再編し、24時間体制整備に向けた検討 等   

46  鹿児島  地域医療対策協議会   6  皿  ○＝∴○と○      女性医師の確保対策 等   

47  沖 縄  沖縄県地域医療対策協言責会   4  0    n i   肌  医学生等を対象とした離島診療所での医療体験 等   

計      29J7暑32芦23上38 ・1  

（注1）開催回数は、厚生労働省・総務省・文部科学省連名通知「地域における医療対策協議会の開催について」（平成16年3月31日付け医政発  
0331002号・総財経発第89号り5文科高第918号）発出後の回数（19年度開催予定も含む）  

（注2）次に掲げる者の管理者その他関係者の合計数（重複計上含む）  

a．4寺定機能病院 b．地域医療支援病院 c．公的医療機関 d．臨床研修病院 e．診療に関する学識経験者の団体 f，大学その他の医療従事者の  
養成に関係する機関 g．社会医療法人 h．独立行政法人国立病院機構i，地域の医療関係団体」．関係市町村 k．地域住民を代表する団体l．  
都道府県 m．その他  

（注3）具体的な取組例…各都道府県が行っている様々な取組の中でも、特に医療対策協言義会の協議に基づく次のような内容に係る実績（協議予  
定、協議中及び実施予定を含む）  

【凡例】  

①医師派遣■紹介（派遣方針を含む）②各大学における医師派遣（紹介）窓口の一元化等③ドクターバンクの創設■拡充④大学医学部にお  
ける地域を指定した入学者選抜（地域枠）の導入・拡充⑤卒後一定期間地元勤務を条件とする医学部生等に対する奨学金貸与制度の導入一  
拡充   



都道府県レベルの医師派遣の状況  

都道府県レベルの医師派遣（人数）  

都道府県  18年度実績   19年度見込  
うち医対協  うち医対協   

北海道   15   15   19   19   

2   青 森   12   0   10   0   

3   岩 手   口   0   2   0   

4   宮 城   3   0   3   0   

5   秋 田   22   0   25   0   

6   山 形   12   0   13   0   

7   福 島   38   0   37   0   

8   茨 城   10   0   16   0   

9   栃 木   22   0   26   0   

10   群 馬   7   0   8   0   

埼 玉   17   0   13   0   

12   干 葉   3   0   3   0   

13   東 京   0   0   0   0   

14   神奈川   0   0   0   0   

15   新 潟   0   0   0   0   

16   富 山   10   0   10   0   

17   石 川   7   0   7   0   

18   福 井   14   0   14   0   

19   山 梨   4   0   6   0   

20   長 野   0   0   0   0   

21   岐 阜   14   0   14   0   

22   静 岡   口   0   2   0   

23   愛 知   0   0   0   0   

24   三 重   13   0   14   0   

25   滋 賀   0   0   2   2   

26   京 都   2   0   12   10   

27   大 阪   0   0   0   0   

28   兵 庫   13   0   26   9   

29   奈 良   3   0   4   0   

30   和歌山   10   0   10   0   

31   鳥 取   皿   0   13   0   

32   島 根   27   15   32   15   

33   岡 山   0   0   0   0   

34   広 島   皿   0   13   0   

35   山 口   6   0   7   0   

36   徳 島   6   0   5   0   

37   香 川   12   0   15   0   

38   愛 媛   6   0   5   0   

39   高 知   0   0   0   0   

40   福 岡   0   0   0   0   

41   佐 賀   8   0   8   0   

42   長 崎   9   0   12   0   

43   熊 本   0   0   0   0   

44   大 分   0   0   4   0   

45   宮 崎   皿   0   皿   0   

46   鹿児島   皿   0   皿   0   

47   沖 縄  14   0   15   0   

計  385   30   447   55   

※都道府県又は医療対策協議会が中■bとなって調整した派遣人数  

※へき地医療支援機構による派遣は除き、非常勤（週1日など）の派遣は含む  

－6－   




